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要 旨 
日本人の起業に対する意識は、先進国の中で最低水準である。 
   本論文では、教育機関における「起業家教育」の現状を明らかにし、５つの項目 
1．魅力のある起業家教育のカリキュラム 2．起業家教育の導入時期 3．社会や時
代に合った起業家教育 4．起業家教育を実施する教職員への教育 5．起業家教育の
教師用テキスト から、「あるべき起業家教育」について仮説を打ち立て、経営者の
視点を取り入れた「起業家育成教育」プログラムを設計・実施する。起業家教育プロ
グラムが、子供達の起業家意識を高め、起業を職業の選択肢として認識してもらえた
かなど、プログラムの有効性について考察する。 
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教育方法 
 
はじめに  
現在の学校教育が、子供達が「自ら考え、自ら判断し、自ら行動できる」力をつけ、主
体的に生きる力を育くむ中身のある教育になっているのかなっていないとすればどうある
べきかを問題提起したい。 
筆者（酒井）は海外で約 10 年仕事をし、現地で多くの働く若者に出会ってきたが、皆ハ
ングリー精神が強かった。「将来、起業して大金持ちになる」と言って、貪欲に学び、考え、
積極的に新しいこと提案し行動する人が多かった。若者にエネルギーを感じた。それに対
して、日本の若者はどうか。指示を待ち、上司の顔色を見ながら判断待ち、失敗を怖れ、
新しいことに取り組めない人が多いように感じる。筆者の経験からではあるが、他国に比
べ主体的に働ける日本人が少ないのではないかと感じた。 
実際、一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンターの「平成 25 年度創業・起業支
援事業（起業家精神と成長ベンチャーに関する国際調査）『起業家精神に関する調査』報告
書」では、日本人の起業に対する意識は、先進国の中で最低水準であることが紹介されて
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いる 1)。 
また 2014 年版 7 月の「中小企業白書」では、近年、起業を希望する者である「起業希望
者」が急激に減少し、160 万台から 80 万へと半減していると書かれている。開業率が低い
理由として、3 点の課題が挙げられており、「起業家意識」、「起業後の生活・収入の不安定
化」、「企業に伴うコストや手続き」があった 2）。 
今回の研究では、「起業家意識」に着目し、5 章構成（稿を分割）での執筆を予定してい
る。第 1 章では、起業家意識の具体的な課題として「起業を職業の選択肢として認識する
機会が少ない」、「起業家を育成するための教育制度が十分ではない」などが挙げられてい
るので、教育機関における「起業家教育」の現状を明らかにし、５つの項目（1．魅力のあ
る起業家教育のカリキュラム 2．起業家教育の導入時期 3．社会や時代に合った起業家
教育 4．起業家教育を実施する教職員への教育 5．起業家教育の教師用テキスト）から、
「あるべき起業家教育」について仮説を打ち立てる（本稿の内容）。 
 （以下は次稿）さらに第 2 章では、教育機関で「自ら考え、自ら判断し、自ら行動する」
力を養うために、起業家にヒアリング調査を行い、学生・教職員にはアンケート調査を実
施して、どのようなプログラムが取り入れられ、実施され、その中でどのような課題があ
がってきているのか調査する。また日本の起業家教育と諸外国の起業家教育を比較するた
め、留学生にもアンケート調査を行う。 
第3章では、仮説や第2章までの調査を受けて企画した起業家教育プログラムを実践し、
第 4 章では、起業家教育プログラムを受講した学生、教職員にアンケート調査を行い、5
つの仮説を検証し、起業家教育プログラムが、子供達の起業家意識を高め、起業を職業の
選択肢として認識してもらえたかなど、プログラムの有効性について考察する。 
 
１．起業家教育の現状 
 (1)起業家教育が必要な背景 
日本の起業に対する意識や開業率が先進諸国に比して低いという問題は上に述べた。で
は、起業という形でなく、雇用されるという働き方を選択する人々は、将来的にも起業家
的な発想・知識を持たなくとも、安定した収入を得、起業をしないという働き方を維持し
続けることができると考えているのだろうか。 
日本の就業・失業率をみてみる。平成２７年度総務省統計局労働調査（基本集計）平均
（速報）結果の要約によると 3)、 
・2015 年平均の完全失業率は 3.4％と，前年に比べ 0.2 ポイント低下（５年連続の低下）  
完全失業者は 222 万人と 14 万人減少（６年連続の減少） 
・2015 年平均の就業者は 6376 万人と，前年に比べ 25 万人増加（３年連続の増加） 
・2015 年平均の就業率は 57.6％と，前年に比べ 0.3 ポイント上昇（３年連続の上昇） 
・2015 年平均の正規の職員・従業員は 3313 万人と，前年に比べ 26 万人増加（８年ぶりの 
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増加）。非正規の職員・従業員は 1980 万人と 18 万人増加（６年連続の増加） 
・2015 年平均の非労働力人口は 4473 万人と，前年に比べ 16 万人減少（３年連続の減少） 
このように、上記の数値をみる限りでは、日本の人口減少を背景に、就業率が上がり、失
業率が減ってきているように見える。この数値は、年々改善されていくのであろうか。 
その点に関しては不安が感じられる。それは、コンピューターの技術革新の中、AI（人工
知能）が出現したからである。 
 イギリスのオックスフォード大学のマイケル・A・オズボーンとカール・ベネディクト・
フライ研究員がともに著した『THE FUTURE OF EMPLOYMENT: HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO 
COMPUTERISATION?』では、「機械によって代わられる人間の仕事は非常に多岐にわたる。私
は、米国労働省のデータに基づいて、702 の職種が今後どれだけコンピューター技術によっ
て自動化されるかを分析した。その結果、今後 10～20 年程度で、米国の総雇用者の約 47%
の仕事が自動化されるリスクが高いという結論に至った」と述べており 4)、日本でも、将
来的に多くの仕事を機械が行うようになると考える。 
とするならば、就業率は下がり、失業率が上がり、雇用が保証されることもない時代が、
近い未来に訪れる可能性があるということである。ある日突然、会社が機械を導入したこ
とによって、解雇されるということもあるであろう。世界の雇用形態は確実に動き始めて
いる。就業率・失業率がこの先、良い方向に改善し続けていくとは、言い切れない社会に
なってきているのである。 
不透明な社会の中で、どのように対応していけばよいのか。起業する人も、現在雇用さ
れている人も必要なこと。それは、常に「自分で考え、判断し、行動できる力」をつけ、
一人でも生きていけるビジネス力を身に着けておくことである。 
不毛な社会に対応できる人材の育成・教育には、やはり「起業家育成教育」が不可欠で
ある。今回の研究では、「起業家意識」に着目し、研究を進めていく。 
(2)世界の起業家教育と日本の起業家教育の比較  
世界の起業家教育と日本における起業家教育状況をみていく。 
まず、世界の事例である。平成 17 年度経済産業省『全国新規事業発展基盤調査』（起業
家教育の実施状況及び普及・定着に関する調査）では、米国、英国、スコットランド、フィ
ンランド、スウェーデン、デンマークの６ヶ国の事例が紹介されている 5)。 
1)米国 
米国では、NPO などが強力に推進する起業家教育が実施され、ビジネス教育の取り組み
の中で育成される起業家精神が打ち出されている。NPO などが強力に推進する起業家教育
は、小学生のころから活発に行われている。例えば、NFTE（National Foundation For 
Teaching Entrepreneurship）や、Junior Achievement がある。 
NFTE は、1987 年にニューヨークで設立され、低所得者の 11～18 歳くらいの子どもを対
象とした教育プログラムを実施している。起業に必要なビジネススキルや信念、態度を若
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い世代に伝え、能力向上を図ることを目的としている。Junior Achievement は、1919 年に
大企業の経営者たちによって設立された NPO である。幼稚園児から高校生までを対象とし
た教育プログラムを提供している。日本でも 1995 年に富士ゼロックス本社に支部が設立さ
れている。 
 ビジネス教育の取り組みの中で育成される起業家精神について、ビジネススキル教育で
影響力を持つ全米ビジネス教育協会は、11 の領域からなる「ビジネス教育のための全国基
準」の中に打ち出している。11 の領域とは、「会計」「商業法規」「キャリア発達」「コミュ
ニケーション」「計算」「経済と家計管理」「起業家精神」「情報技術」「経営」「マーケティ
ング」である。「起業家精神」の欄は、「起業家と起業の機会」「マーケティング」「経済学」
「財政」「会計」「経営」「グローバル市場」「法規」「事業計画」の 9 つに区分されている。
実学よりも基準を打ち出した理由は、中等教育段階におけるビジネス教育の目標として、
「事務的な職業に就くための準備教育を施す」「生徒が自分で商売を始められるような準備
教育を施す」「一般教養としてビジネスの基礎知識を習得される」という方向性があったか
らである。 
2)英国 
 英国では、教育技能省に教育基準を作成する権限があり、2000 年に金融教育の指針とカ
リキュラムを公表し、2002 年には 14～16 歳向け教育カリキュラムで経済を必須科目とし
た。さらに、FSA(Financial Service Authority：英国金融サービス機構)の責務として金
融教育が規定されており、教育技能省とともに金融教育に対して施策を行っている。 
金融教育カリキュラムは「自身と責任感を育成し、能力を最大限に発揮させる」「市民と
して積極的な役割を果たせるよう準備する」「より健康的なライフスタイルを育成する」「互
いの差異を尊重し、良好な人間関係を育成する」などの要素に分かれている。 
民間団体として、NFTE UK があり、1987 年に設立された。起業家育成プログラムの開発、
プログラムを運営する教師の育成、教育環境の整備を行っている。主に 14～18 歳を対象に
実施している。また教師を対象としたプログラムでは、教育改革を目的としたリーダーシッ
プ能力向上のための、NCSL(National College of School Leadership)が設立されており、
大学で開発した研修カリキュラムを各地域の民間機関が受託し、教員研修を実施している。 
3)スコットランド 
スコットランドでは、初等・中等教育段階の全生徒が毎年なんらかの形でアントレプレ
ナー教育に関わることが義務付けられている。大学の教育課程では、アントレプレナー教
育は必須科目となっており、全教員は最低 2 年に 1 回、職業体験かアントレプレナー教育
研修を受けなければならない。 
 地区ごとにアントレプレナー教育のアドバイザーが任命されて、各学校の取組みを支援
しており（1 名が複数校を担当）、教育委員会が各学校でアントレプレナー教育を実施して
いるかを監督する仕組みが構築されている。 
鈴鹿大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．２３，２０１６140
政府側の支援として、Career Scotland が設けられており、生徒たちの職場体験・キャ
リアに関する助言などを・産学連携プロジェクトやアントレプレナー教育の推進、教材開
発・教員研修、アドバイザーの養成・派遣をバックオフィスとして一括支援している。そ
れを受けて、州ごとに委託先の公募を行い、民間企業や NPO に直接の実施を任せている。 
4)フィンランド 
 フィンランドでは、日本の学習指導要領にあたる National Curriculum の中にアントレ
プレナー教育が記載されている。義務教育でも高等教育でも、核のひとつとしてアントレ
プレナー教育の学習が義務付けられている。義務教育ではアントレプレナーシップの醸成
を、高等教育ではビジネス実践スキル取得をそれぞれ目的にしている。 
アントレプレナー教育は個別の教科ではなく、アントレプレナーシップを育成する手法
を用いて、全教科の教育を実践するという位置づけにある。教育省（Ministry of Education）
や国立教育研究所(National Board of Education)では、事例や教材、情報などが掲載され
ており、教員は随時参考にすることができるようになっている。 
バックアップ団体としては、フィンランド企業連盟（Federation of Finnish Enterprises）
と フ ィ ン ラ ン ド 地 方 行 政 協 会 （ Association of Finnish Local and Regional 
Authorities :ALFRA）が挙げられる。フィンランド企業連盟は、教材開発・教員研修・自
治体の教育推進活動支援を実施している。フィンランド地方行政協会は、アントレプレナー
教育の推進を行っている団体である。地方自治体と共同でパイロット事業を展開している。 
 フィンランドでは、政府と自ら手を挙げたモデル自治体が共同でアントレプレナー教育
の支援を行うことが多い中、バーサ市（人口 60,000 人）は先進都市として注目されている。
バーサ市では、小学校から企業教育と起業家教育が実施されている。「企業教育」とは、生
徒が将来的に勉強を重ねていき、雇用される、あるいは起業家になるといった進路を選ぶ
にしても必要となる知識、技能、態度を強化する教育のことである。 
 またバーサ市では、市と大学とが連携して教員研修を実施し、様々なプロジェクトを推
進している。1991 年から企業教育を担当する教師に対して、研修・教育が行われている。
他国と教師交換（研修旅行）なども実施している。 
5)スウェーデン 
スウェーデンでは小学校から起業家教育が行われている。高校では、ビジネスゲームと
いう授業で起業体験をする。そこで用いられるプログラムが、若者企業活動（ Ung 
Foretagsamhet）の「UF－aret」である。高校生を対象にした「若者企業活動」は、スウェー
デン全土、24 の県のすべてに 1 つずつ支部がある。若者企業活動を提供するプログラム「UF
－aret」の目的は、高校生の自発的活動を促すことであり、自己効力感（自分の人生は自
分で左右できる）という感覚を持たせることが目的であり、必ずしも創業を目的としたも
のではない。1980 年に開始され、現在では 10,000 人以上の高校生（スウェーデンの全高
校生の約 10％）に対して行われている。「UF－aret」のプログラムの概要は、一言で言え
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ば、高校生たちによる仮想企業運営である。課税の義務がない非公式企業を作り（国家レ
ベルでの若者向けの優遇政策がある）、運営し、上手く行けば配当を行い、プログラムは終
了する。役割分担、株式発行、資本家集め、アドバイザー（実社会で働いている人から選
ぶ必要がある）の選定、受注、仕入れ、中間決算発表など、様々な手順を自分達の手で行
うという経験を経て、企業運営がなされていく。実際、若者企業活動（Ung Foretagsamhet）
のプログラムの受講者が 30 歳までに起業した比率は 20％であり、受講者の失業率が低い
ことも特徴とされている。教師の研修に対しては、起業家教育訓練を行うための予算がつ
いている。 
6)デンマーク 
デンマークでは、1996 年に、教育局が若手起業家のためのアクションプログラムを策定
し、これを基に教育戦略には、200 にものぼる目標項目が設定され、学校や関係者に配布
された。起業家育成プログラムは多数用意され、「中学生以上を対象にしている職業訓練プ
ログラム」、「その職業訓練中の学生を対象にした起業家賞の設定」、「技術革新の商業化を
テーマにした起業家育成プログラム」のほか、数百もの起業家育成プログラムが実験的に
設置されており、起業家精神育成のための教育教材、教師向けの起業家教育の書籍、ガイ
ドライン、双方向教育用コンピューター教材、ビジネスゲーム、ビデオ等が作成されてい
る。 
 以上が米国、英国、スコットランド、フィンランド、スウェーデン、デンマークの６ヶ
国の起業家教育の事例である。 
 
 次に、日本における起業家教育について紹介する。 
平成 17 年度経済産業省「全国新規模事業発展基盤調査」（起業家教育の実施状況及び普
及・定着に関する調査）によると、日本では、起業家教育と近しい意義・位置づけにある
と考える教育が、いくつか存在し、キャリア教育、経済教育、金融教育、消費者教育、シ
ティズンシップ教育などがある 6)。各教育について具体的にみていく。 
1)キャリア教育 
(a)キャリア教育が試みられるようになった背景 
近年の産業・経済の構造的変化の中、政府が新たな枠組みの構築を目指していることと
あいまって、現在のわが国は雇用形態の多様化・流動化とともに、個人の実力が重視され
る競争社会へと向かっている。一方、若者の勤労観、職業観の希薄化やフリーター指向の
高まりなども見られ、社会問題化している。フリーターの数は、内閣府「平成 17 年版労働
経済の分析（労働白書）」によれば、平成 16 年のフリーターは 213 万人、若年層無業者、
64 万人となっている。フリーターの増加は、職業能力を身につけないまま成長していく人
材が増加していくことにつながり、日本産業の競争力や経済全体への悪影響、および経済
能力が低いことによる未婚化、晩婚化、少子化などが生じる可能性がある 7)。 
鈴鹿大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．２３，２０１６142
(b)キャリア教育の目的 
フリーター志向の広がり、新卒者の早期離職者の拡大などの現象を受け、「いかに学校か
ら職業へつなげるか」という問題を解決するための取組として、平成 15 年 6 月「若者自立・
挑戦戦略会議」が「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」を取りまとめた 8)。同
プランでは、キャリア教育の推進に、経済産業省・文部科学省・厚生労働省・内閣府が連
携して取り組んでいる。文部科学省にはキャリア教育総合計画が、厚生労働省にはキャリ
ア探索プログラムなどが、経済産業省には地域自律・民間活用型キャリア教育プログラム
が、それぞれある。 
(c)キャリア教育の教育内容 
キャリア教育の基本方針としては、下記 4 つが挙げられている。 
・一人一人のキャリア発達への支援 
・「働くこと」への関心・意欲の高揚と学習意欲の向上 
・職業人としての資質・能力を高める指導の充実 
・自立意識の涵養と豊かな人間性の育成 
2)経済教育 
(a)経済教育が試みられるようになった背景 
 政府の動きは「官から民へ」「国から地方へ」といった方向で各種のシステム改革が進め
られつつある。これは、自己決定を可能にする方向での制度改革が進展しつつあるという
ことである。地方分権が進むと、政治に対して自主的に参画することで影響力を及ばせる
機会が増加してくると考えられている。また企業社会においては、年功序列、終身雇用も
過去のものになりつつある中、自己責任で様々な決定を行わなければならないという世の
中になりつつある。これらの場において、自己責任で様々な決定を行う力＝合理的な意思
決定「生きる力」と捉えよう、そのために経済学の基礎概念を教えようというのが経済教
育の眼目だといえる。なぜ、経済学の基礎概念なのか。経済学の基礎概念に、希少財を様々
な条件下で効率的に分配する「希少財の分配」という考え方がある。これは、経済的に合
理的な意思決定を行うということに他ならない。「金銭」、「時間」などは、希少財の一種で
あるため、経済学の基礎的な考え方を知っていることは、日常の生活にも直接的に役に立
つと考えられる。合理的な意思決定は、効率的な市場を形成するために必要であるととも
に、民主的な社会の形成にも必要だと考えられる。さらに経済社会の動きや諸制度を理解
し、参画していく手がかりにもなると考えられる。 
(b)経済教育の目的 
 経済教育の目的は、下記 3 点である。 
 ・合理的な意思決定を行う個人の育成 
 ・実際の経済社会に関する深い理解 
 ・政策的な課題の検討・解決 
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(c)経済教育の教育内容 
「合理的な意思決定」を中心とした経済学の概念を、実際に使える知識として理解させる
ことと、その上で、身の回りの経済・政治システムや制度をその使える知識に関連付けら
れることが重視されている。「経済教育」では、経済学の基本的概念のうちから、「合理的
な意思決定」に関する「希少性」「選択」「機会費用」「トレードオフ」「リスク」等を学ぶ
といった内容である。 
3)金融教育 
(a)金融教育が試みられるようになった背景 
 平成 14 年 11 月、文部科学省に対し、金融庁が「学校における金融教育の一層の推進に
ついて」という要請文を出した。この要請は、「証券市場の改革推進プログラム」に沿って
行われたものである 9)。その要請文の中では、金融教育の重要性を「金融環境の変化の中
で、国民が自らの判断と責任で主体的に金融商品・サービス等を理解した上で、選択する
ことが求められており、そのため、金融の仕組みや取引ルールなどに対する国民の知識・
理解を深めることが益々重要」と述べている。 
 また金融広報中央委員会の事務局長、湯本崇雄氏は金融教育には４つの目的があるとし
て、その 4 つ目を「4 つ目は、ニート（無業者）の増加が問題となっていますが、働くこ
との意味、お金を稼ぐことの大変さ、働くことの楽しさについて、学校での幅広い取り組
みを通じて学ぶこと」（「教育マルチメディア新聞 2005 年 5 月 7 日号/教育家庭新聞社」）と
して、近年社会問題化している「ニート対策」の目的として挙げた 10)。これも、近年になっ
て金融教育が求められてくるようになった背景のひとつだといえる。 
(b)金融教育の目的 
  金融教育の目的は下記のとおりである。 
 ・消費者は多様な金融商品・サービスを利用することによるメリットを十分享受するこ
とが可能になる。 
 ・金融をめぐるトラブルの発生防止・消費者保護に役立つ 
 ・健全で合理的な家計の運営及びそれを通じた市場機能の強化に資する 
(c)金融教育の教育内容 
 金融教育に属するプログラムは数多い。お金が関わるものは、すべて金融教育の範囲内
にあるといってよい。その上で、実際に買える知識を身に着けさせるということを重視し
て、ロールプレイングやアクティビティを混ぜたものが多くなっている。例えば、日本証
券業協会では、株式の仕組みや投資の意義を学ぶための教材「株式学習ゲーム」を実施し
ている。 
4)消費者教育 
(a)消費者教育が試みられるようになった背景 
 日本において、自律的な消費者を育てるという意味での消費者教育の端緒は昭和 50 年代
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にある。この頃、悪質な訪問販売が社会問題化し、社会的に消費者保護の必要性が訴えら
れるようになった。その施策の一環として、自立的な判断のできる消費者を育てる必要性
が説かれるようになったからである。昭和 62 年には、経済企画庁の報告書「学校教育にお
ける消費者教育の新しい視点」が提出された。同報告書には、自らの権利と義務を理解し、
主体的な活動を行う消費者の育成が必要であると説いた。平成元年 3 月の学習指導要領改
訂では、中学校の社会科公民分野、高校の公民科現代社会、そして高校の中に消費者教育
の内容が盛り込まれることになった。平成 2 年 2 月には、財団法人消費者教育支援センター
（経済企画庁および文部省（当時）の共管法人）が設立される。以降、同センターは、我
が国の中心的立場として、消費者教育を推進している。さらに、平成 16 年には、消費者保
護基本法から全面改正された消費者基本法に「消費者教育を受ける権利」が明記された。
同法は、学校、地域、家庭、職域などで、生涯にわたり消費者教育を受けるべきであると
している。 
(b)消費者教育の目的 
 消費者教育の目的は下記のとおりである。 
・意思決定と批判的な思考の確立 
・社会的責任の自覚と行動 
・エコロジーに対する責任の自覚と行動 
(c)消費者教育の教育内容 
 消費者教育のジャンルは「消費者の意思決定」「個々人での資源管理」「市民参加」の３
つに分類されている。用いられている手法としては、社会で実践するということを考慮し
て、単に知識の伝達というところにとどまらないことが必要だとされる。 
5)シティズンシップ教育 
(a)シティズンシップ教育が試みられるようになった背景 
 平成 16 年度の「社会の階層化と分裂の政策的なインプリケーション」調査が、「社会に
おける階層化や分裂減少が顕著になっている」としたように、日本でも今後、社会の階層
化が進むと予想されている。所得、職業、学力などに関して、世代間格差が拡大・固定さ
れる傾向が見られるからである。ニートやフリーターなどの問題は、この一つの表れだと
考えられる。「平成 17 年度研究会報告書」では、この現象の原因を「社会の中で生きてい
くために必要な能力を身に着けることの必要性や期待のレベルがたかまっているにもかか
わらず、青少年にとっても、社会人にとっても、それに対応した十分な教育・学習環境が
整っていない」として、シティズンシップ教育の必要性を説いている。 
(b)シティズンシップ教育の目的 
 我が国においては「社会の一員として、地域や社会での課題を見つけ、その解決やサー
ビス提供に関わることによって、急速に変革する社会の中でも、自分を守ると同時に他社
との適切な関係性を築き、職に就いて豊かな生活を送り、個性を発揮し、自己実現を行い、
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さらによりよい社会づくりに参加・貢献するために必要な能力を身につける」ことである
と述べている。 
(c)シティズンシップ教育の教育内容 
 「平成 17 年度研究会報告書」では、シティズンシップを発揮するために、「意識」「知識」
「スキル」が必要であるとして、これらを身につける教育が必要であるとしている。 
 
以上が、日本では、起業家教育と近しい意義・位置づけにあると考えられているキャリ
ア教育、経済教育、金融教育、消費者教育、シティズンシップ教育の内容であり、日本も
世界各国同様に起業家教育にチャレンジしているといえる。 
(2)日本の起業家教育の課題 
では実際に、日本において起業家教育は起業活動に影響をしているのか、各国と日本の
起業活動を国際比較する。 
平成 25 年度創業・起業支援事業（起業家精神と成長ベンチャーに関する国際調査）「起
業家精神に関する調査」報告書平成 26 年 3 月（以下、単に「報告書」という）を基に、日
本の起業活動の状況を把握する。 
1)世界各国と日本の TEA（Total Entrepreneurship Activity：起業活動率）の比較 
下記の図表 1 は 67 ヶ国あるが、日本の TEA は、3.7％となっており、非常に低い位置で
ある。最低水準である。 
図表１ 世界各国の TEA 
（資料）報告書 P.6 図表 2.2 
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4)世界各国と日本の起業活動浸透指数の推移の比較 
 下記の図表 4 から、日本では、起業をする人が少ないという事実と同時に、起業活動（新
しく事業を始めること）をしている人を知っている人も少ない。 
図表 4 起業家活動浸透（ロールモデル）指数 
（資料）同報告書 P.19 図表 3.2 
 
5)世界各国と日本の起業に失敗に対する恐れの比較 
 下記の図表 5 から日本の失敗脅威指数は、年々上昇傾向が伺える。 
図表 5 失敗脅威指数の推移 
（資料）同報告書 P.21 図表 3.5 
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6)世界各国と日本の事業機会の認識の比較 
 下記の図表 6 から、日本は 2006 年辺りから年々減少してきており、他国より低い位置に
ある。 
図表 6 事業機会認識指数の推移 
（資料）同報告書 P.23 図表 3.7 
 
7)世界各国と日本の知識・能力・知識の比較 
 下記の図表 7 から、日本は、他国に比べ、知識・能力・経験指数が低い。 
図表 7 知識・能力・経験指数の推移 
（資料）同報告書 P.25 図表 3.9 
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世界各国と日本の比較から、以下のことが言える。 
・日本の起業活動率（TEA）は低い 
・日本の起業計画の推移も低い。 
・日本の起業における休業・廃業率は低い。しかし、TEA も低い。 
・日本の起業活動浸透指数の推移も低い。 
・日本の起業に失敗に対する恐れの比較は上昇傾向にある。 
・日本の事業機会の認識は低い。 
・日本の知識・能力・経験も低い。 
世界と比較した場合、日本の起業活動は諸データが示すように、依然として低い。その
原因として、経済産業省「ベンチャー有識者会議とりまとめ」（平成 26 年 4 月）では下記
の課題が挙げられている 11)。 
・挑戦する人が少ない 
・リスクマネーが少ない 
・グローバル化できていない 
・大企業と企業の連携不足 
・技術開発型・地域発ベンチャーが少ない 
・行政によるベンチャー支援が十分ではない 
ベンチャーが数多く起業でき、成長できる環境が整っていないとも述べられている。一
方、同書には上記課題への対応として「社会を動かす大胆な制度改革の推進」の政策手段
として下記が挙げられている。 
・年金基金によるベンチャー投資枠の創設 
・ベンチャーへの思い切った税制措置 
・政府調達改革によるベンチャー調達枠の創設 
・DARPA 型研究開発支援スキーム等の創設 
・企業実証特例・グレーゾーン解消制度による障壁突破 
・公的セクターの経営資源の解放（電力関連データ等） 
挑戦するベンチャーを支える意識改革・起業家支援としては、下記が挙げられる。 
・初等教育からの起業家教育の充実 
・大学・大学院の起業家教育ネットワークへの参加倍増 
・ベンチャー支援人材 10 倍 
・ダイバーシティを活かす起業家支援 
・グローバル・ベンチャー人材の育成 
・再チャレンジへの推進 
ではなぜ、日本では、起業家教育と近しい意義・位置づけにあると考えられる教育とし
て、キャリア教育、経済教育、金融教育、消費者教育、シティズンシップ教育などがあり、
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「初等教育からの起業の充実」、「大学・大学院の起業家教育ネットワークへの参加倍増」
「グローバル・ベンチャー人材の育成」の意識改革や、起業家支援があるにも関わらず、
起業率が低いままなのか。 
つまり、起業家教育が起業活動と連動しておらず、日本の起業家教育の中身に問題があ
るのではないかと考えられる。そこで、筆者の問題意識と合わせて下記 5 つの仮説を設定
した。 
1）魅力のある起業家教育のカリキュラム 
学校教育の中に起業家教育が少しずつ浸透してきているものの、子供たちが職業の
選択肢として起業を選ぶような魅力のある内容になっているのか。 
2）起業家教育の導入時期 
   時期が適切なのかどうか。起業家精神を育成する時期は、早い段階で行う必要があ
るのでなないか。小学校から大学までを考えたカリキュラムを整えていく必要がある
のではないか。 
3）社会や時代に合った起業家教育 
   時代にあった起業家教育になっているのか。古い内容のものになっていないか。ま
た未来を考えての教育になっているのか。 
4）起業家教育を実施する教職員への教育 
起業家教育をする教育機関の教師に起業家教育の教授法が伝えられているのか。利
益（profit）を考えないプログラムに偏りがちではないのか。 
5）起業家教育の教師用テキスト 
起業家の意見を取り入れた教師用のテキストが充実していないのではないか。 
 
上記 5 つの仮説の検証をしていくために、「はじめに」に述べたとおり第２章以下でヒア
リング調査やアンケート調査を行い、起業家教育プログラムを企画し実践して、その有効
性を考察する予定である。 
 
補稿【鈴鹿大学国際人間科学部におけるプログラム実践について】 
 次稿以降の展望として、上述のとおり、第 2 章においては、起業家へのヒアリング調査
および学生・教職員へのアンケート調査を実施し、第 3 章では、仮説や第 2 章までの調査
を受けて企画した起業家教育プログラムを実践する。このプログラムについては、本学ビ
ジネスイノベーション研究センター事業と連動した「学長裁量経費」での実施を予定して
おり、大学における起業家支援の動きと連動している。補稿としてこの点について触れて
おきたい。 
本学には実学の要素の濃い「ビジネスマネジメント系」が設けられているだけでなく、
一般社団法人鈴鹿大学スポーツアカデミー（アスリートの養成や地域スポーツの振興を行
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う社団法人。）の設立が行われている。イノベーションの創出において、このような大学発
ベンチャーは大学で生まれた「知」を商品やサービスといった具体的な形にすることによ
り直接的に社会に貢献する存在であり、新たな価値を市場に送り出すことにより、経済社
会に付加価値を創出する非常に優れた存在であるとされている 12)。 
そしてイノベーション・起業の観点から、本学では 2015（平成 27）年に、三重県の持続
的発展を目指す三重県高等教育機関魅力向上支援事業の採択のもと、①起業家の養成と起
業マインドをもった人材の育成 、②起業に興味をもった入学生の確保、③県内起業、企業
就職の支援、の３つを目的に、「鈴鹿大学ビジネスイノベーション研究センター」を設立し
ている 13)。 
 一方、本学では社会人入学制度、科目等履修生制度、公開講座制度といった、社会人・
シニア学生の受け入れを積極的に実施しており、「地域に開かれた大学」の確立を重点目標
の中に位置づけている。特にシニア限定の大学入試制度は三重県内で初めて実施するなど、
地方大学の生き残り策として、地元紙においても注目された 14)。 
筆者の酒井は社会人学生として 2016 年度に入学し、社会人実務経験を重視した有識者社
会人 1 年制コースに所属し、本稿の研究を進めているところである。酒井自らが立ち上げ
た人材教育会社における、教育機関向け起業家育成プログラムを商品化するための実践的
研究である。大学や大学院における起業家の育成は、経済産業省サイドからも期待のある
ところであり 15)、MBA をはじめ起業家育成を掲げる大学も増えている。 
 以上のような大学発ベンチャ ・ー起業家育成のニーズ、および本学ビジネスイノベーショ
ン研究センターの持つシーズを背景に、本学として本稿のプログラム実践の場を提供すべ
く、国際人間科学部「イノベーションマネジメント」科目（2016 年度後期）において、外
部講師として酒井のネットワークに属する一流の起業家を招いての「起業家教育プログラ
ム」を採り入れることとなった。実施費用については、2016 年度より創設された「学長裁
量経費」の採択を受け、教育の質的転換の位置づけとしてこの予算を充てることになった
16）。 
図 1 本プログラム実践の概念図 
 
 実施成果については次の稿での検証となるが、この一連の概念を示したものが図 1 であ
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る。まず地域・社会からの要請として、大学発ベンチャーの取り組みや起業家人材の育成
が求められている。合わせて三重県高等教育機関魅力向上支援事業の背景にある県内就職
（起業マインドを持った人材の就職の期待）がある。これらの要請は、起業家の育成のみ
ならず、その前提となる「起業家教育」の充実も含むニーズであると考えるべきであろう。 
この要請に対し、本学では大学院に起業家としての知見や一流起業家とのネットワークを
持つ社会人大学院生を積極的に受け入れ、社会から要請のある起業家育成のための研究を指
導する。さらに、起業支援を目的に掲げるビジネスイノベーション研究センター・学長裁量
経費等の支援を提供し、教育の質向上という観点から学部生向け講義（2016 年度はイノベー
ションマネジメント科目）において起業家育成プログラムの実証実験を行う。その結果、研
究へのフィードバックおよび本学の研究蓄積につながるのみならず、学部生にとっては起業
マインドの育成により、地域内外において起業を行うことが期待できるほか、起業マインド
を持った人材として県内をはじめとする地域社会に就職することが期待できる。 
一方、起業を行う社会人大学院生にとっては、この一連のプログラムの実践知による仮
説の検証と正当性の獲得により、他大学や高等学校等の教育機関に対しこのプログラムの
提案を行うことにつながり、新たな大学発ベンチャーの事業化につながる。つまり、本プ
ログラムのねらいは、一連の大学のリソースを連動させてのシナジーを追求するところに
あり、その観点からの検証が、稿を進めるにあたり求められるであろう。 
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